
計算書類及び計算書類に係る附属明細書 

第 27期

自 令和 2年 4月 1日

 至 令和 3年 3月 31日

東京都千代田区一ツ橋２丁目１番１号

SMFL信託株式会社



(単位:千円)

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,066,327 流動負債 58,146

現金及び預金 1,059,161 未払金 1,990

未収収益 5,290 親会社未払金 33,307

前払費用 1,874 未払法人税等 9,654

未払消費税等 12,556

未払事業所税 637

固定資産 41,793

有形固定資産 2,065

建物附属設備 3,219

減価償却累計額 △ 1,836

器具備品 1,498

減価償却累計額 △ 815

 無形固定資産 10,933

ソフトウェア 10,933

負債合計 58,146

投資その他の資産 28,793 （純資産の部）

差入保証金 10,000 株主資本 1,049,974

敷金保証金 18,793 資本金 100,000

利益剰余金 949,974

その他利益剰余金 949,974

繰越利益剰余金 949,974

純資産合計 1,049,974

資産合計 1,108,120 負債・純資産合計 1,108,120

貸 借 対 照 表
（令和 3年3月31日現在）



(単位:千円)

科目

売上高

業務受託手数料 365,000

信託報酬 113,967 478,967

売上原価 -

売上総利益 478,967

販売費及び一般管理費 339,891

営業利益 139,076

営業外収益

受取利息 57 57

経常利益 139,134

税引前当期純利益 139,134

法人税、住民税及び事業税 49,637

法人税等調整額 1,912 51,549

当期純利益 87,584

損益計算書
（自　令和 2年4月１日　　至　令和 3年3月31日）

金額



（自　令和 2年4月１日　　至　令和 3年3月31日）

(単位:千円)

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 862,389 962,389 962,389

当期変動額

当期純利益 87,584 87,584 87,584

当期変動額合計 - 87,584 87,584 87,584

当期末残高 100,000 949,974 1,049,974 1,049,974

株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 株主資本合計
純資産合計



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　　定率法を採用しております。ただし、平成28年4月１日以降に取得した建物附属

　　設備は定額法によっております。

　　尚、主な耐用年数は次の通りであります。

耐用年数

　　　　　　　　　　　　建物附属設備　8年～15年

　　　　　　　　　　　　器具備品　　　　8年～15年

無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　尚、主な償却期間は次の通りであります。

償却期間

　　ソフトウェア  　5年

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

　　　　　　　　　　　　　　　 おります。

連結納税制度の適用・・・当社は、三井住友ファイナンス＆リース株式会社を

　　　　　　　　　　　　　　 　連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。

（追加情報 ）
連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第８号）において創設されたグル
ープ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し
が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果
会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 令和2年3月31日）第3項の取扱いにより、

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年2月

16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。

（貸借対照表に関する注記）

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債務 1 千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 365,000 千円

販売費及び一般管理費 279,140 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度末における発行株式の種類及び総数 普通株式　2,000 株

　 ２．配当に関する事項

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力が翌事業年度となるもの

次のとおり決議を予定しております。

決　議
株式の
種　類

配当金の総額
1株当たり
配当額

効力発生日 基準日

2021年6月24日
定時株主総会

普通株式 500,000 千円 250 千円 2021年6月25日 2021年3月31日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

個別注記表



（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　未払事業税 2,459 千円

　敷金償却費 572 千円

　未払事業所税 220 千円

繰延税金資産小計 3,252 千円

評価性引当額 △3,252 千円

繰延税金資産合計 － 千円

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については、定期預金および短期的な預金等に限定しており、銀行等

 金融機関からの借入による資金調達はしておりません。

 差入保証金10,000千円は、管理型信託会社登録の際、営業保証金を東京法務局に供託

　しているもので、信用リスク等の懸念はございません。

2. 金融商品の時価等に関する事項

令和3年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

  ついては、次のとおりであります。
（単位:千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

 資産 （1）現金及び預金 1,059,161 1,059,161 -

（2）未収収益 5,290 5,290 -

 負債 （1）未払金 1,990 1,990 -

（2）親会社未払金 33,307 33,307 -

（3）未払法人税等 9,654 9,654

（4）未払消費税等 12,556 12,556 -

（5）未払事業所税  637 637 -

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

（1）現金及び預金

　　　　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

　　　　を時価としております。満期のある預金については、預入期間が短期(１年以内）であり、

　　　　時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（2）未収収益

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額

　　　　を時価としております。

負債

 （1）未払金、（2）親会社未払金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等、（5）未払事業所税

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額

　　　　を時価としております。

（注2）敷金保証金及び差入保証金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる

　　　　ことが出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含め

　　　　ておりません。



(関連当事者との取引に関する注記)

(単位:千円)

種類
会社等の名

称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額
(注2)

科目 期末残高

親会社 三井住友
ファイナンス
＆リース株式
会社

被所有
直接100%

事務受託
営業取引

手数料の
受取(注1)

365,000 ― -

人員の受入 人件費の
支払(注1)

277,515 ― -

連結納税 連結納税
に伴う支払
予定額

33,307 親会社
未払金

33,307

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 価格その他の取引条件は、価格交渉の上で決定しております。

(注2) 取引金額には、消費税等を含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 524,987 円 4 銭 

１株当たり当期純利益 43,792 円 4 銭 

(その他の注記)

記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



1.有形固定資産の明細及び無形固定資産の明細

(単位:千円)

区分 資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
期末減価償
却累計額

当期償却額
差引期末
帳簿価額

建物附属設備 3,219 - - 3,219 1,836 237 1,383

器具備品 1,498 - - 1,498 815 104 683

計 4,717 - - 4,717 2,651 341 2,065

ソフトウェア 29,000 - - 29,000 18,066 5,800 10,933

計 29,000 - - 29,000 18,066 5,800 10,933

2.販売費及び一般管理費の明細

(単位:千円)

減価償却費

339,891

摘要

―

―

―

―

11,754

計算書類に係る附属明細書

定
資
産

無
形
個

固
定
資
産

有
形

合計

―

277,962

その他

人件費

13,899

30,132

6,142

科目 金額

業務委託費

賃借料


